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研究要旨 

【背景】救命率向上のためには、その場に居合わせた人（bystander）による心肺蘇生
（Cardiopulmonary resuscitation: bystander CPR）および、自動体外式除細動器
（Automated external defibrillator：AED）による除細動の実施が不可欠である。市民が
CPR実施や AED使用に踏み切ることができない要因として、他の bystanderの存在、心停
止現場の環境、CPR 手技実施への不安、心停止判断の難しさ、AED 設置場所がわからない
こと、AED 使用に対する自信のなさ、AED の認知不足などが指摘されている。しかし先行
研究の対象者は CPR を実施した人に限定されていること、心停止現場への遭遇に限定され
ていることなどの限界があった。 
【目的】本研究は、2 つの目的を明らかにするため、同一の質問紙を利用して研究を実施し
た。 
研究①：実際の救急現場に居合わせた市民の抱いた心理的障壁と救命行動の実施との関連を

調べること。 
研究②：救急現場に居合わせた市民が行った救命行動の実態および、AED使用への障壁を明
らかにすること。 
【方法】消防機関や日本赤十字社等の心肺蘇生講習会の参加者、並びに企業従業員のうち、

18歳以上の市民に対して無記名自記式質問紙を用いた横断研究を行った。 
研究①：心理面の障壁に関する 6つの各カテゴリー（①死の恐怖への接触、②命を預かるこ
とへの負担感、③救命行為に伴う自身への代償の予測、④心停止かどうかの不安、⑤CPR実
施（心肺蘇生実施）への不安、⑥混乱・焦り）に対して、質問項目を作成し、心理的障壁お

よび救命行動に関連する因子を説明変数とし、何らかの救命行動の実施に対するオッズ比

（odds ratio: OR）とその 95%信頼区間（confidence interval: CI）をロジスティック回帰モ
デルにて算出した。 
研究②：救急現場の場所に加え、心停止、心停止以外、（原因が）わからなかったの 3 つ状
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況に分けて、何らかの救命行動の実施の有無、AEDの運搬の有無、AEDの使用の有無、AED
が使用できなかった場合その理由を記述した。 
【結果】8,430人に質問紙を配布、7,827人（92.8%）から回収し、5年以内に救急現場に居
合わせた 1,220人を研究①では解析対象とし、救急現場の場所に関するデータが揃っていた
1,194人を研究②の解析対象とした。 
研究①：6 つの心理的障壁の何らかの救命行動実施に対するロジスティック回帰分析の結果
は、「倒れている人へ近づくことへの恐怖」（Adjusted OR [AOR] 0.50; 95% CI 0.32–0.79）、
「目の前の人の命が自分自身の行動にかかっているという状況」（AOR 0.99; 95% CI 0.62–
1.59）、「自分自身へ何か不利益になるのではないかという不安」（AOR 1.26; 95% CI 0.77–
2.06）、「救命行動をおこなってよいかわからなかったこと」（AOR 0.63; 95% CI 0.40–0.99）、
「救命行動を正しく実施できる自信がなかったこと」（AOR 0.81; 95% CI 0.51–1.29）「倒れ
ている人を前にして混乱してしまった（パニックになった）こと」（AOR 1.26; 95% CI 0.82
–1.93）であった。 
研究②：心停止状況下において、AEDを探しに行ったり、運搬した割合は、自宅 12.5%、職
場 85.1%、公共施設 84.6%、学校、スポーツ施設ではいずれも 100%、その他 76.4%であっ
た。AED の使用割合（AED パッドを貼り付けた、もしくは電気ショックボタンを押した）
は、自宅 6.3%、職場 72.4%、公共施設 76.9%、学校、スポーツ施設ではいずれも 100%、そ
の他 67.7%であった。胸骨圧迫の実施割合は、自宅 87.5%、職場 78.8%、公共施設、学校、
スポーツ施設ではいずれも 100%、その他 85.3%であった。心停止状況下において AEDが使
用できなかった理由は、自宅では「AEDを調達できる状況ではなかった（自分以外に人がい
なかったなど）」（46.2%）、職場では、「AEDを調達できる状況ではなかった（自分以外に人
がいなかったなど）」「倒れている人が、会話ができるなど明らかに AED が不要な状態であ
った」（いずれも 23.1%）、その他では「AEDが到着する前または、使用する前に救急隊が到
着した」（36.4%）であった。 
【結語】研究①：「倒れている人へ近づくことへの恐怖」、「救命行動を行ってよいかわからな

かったこと」が、救急現場に居合わせた市民の救命行動の実施を妨げていることが示唆され

た。 
研究②：AEDの使用状況や理由は場所により違いがあり、救急現場の環境が原因になってい
た。設置されている AEDを有効に活用するために、講習会内容の見直しや AEDを心停止現
場に届けるスマートフォンなどのシステムの活用が有用かもしれない。 

 

A．研究目的 

【研究①】 
実際の救急現場に居合わせた市民の抱いた心

理的障壁と救命行動の実施との関連を調べる 
【研究②】 
救急現場に居合わせた市民を対象に、人が倒れ

た現場に遭遇した際、AED を含めた救命行動の

実態および、AED が使用できなかった理由を明
らかにする。 

 

B．研究方法 

1．研究デザイン 

横断的研究 
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2．セッティング 

大阪市消防局、高崎市等広域消防局、堺市消防

局、岸和田市消防本部、大阪ライフサポート協会、

茨城 PUSH、愛知 PUSH、日本赤十字社（本部・
47 支部）が実施している心肺蘇生講習会（参加
者）、ならびに京都大学、第一生命保険株式会社

の 2事業所（従業員）とした。 

3．研究対象者の適格基準 

18 歳以上の市民とし、医師、看護師、救急救
命士の医療系国家資格を有するものを除外した。 

4．質問紙作成方法 

1）救命行動の実施に関する項目 

研究①の主要評価項目は、人が倒れた現場に遭

遇した際に行った「何らかの救命行動の実施」と

し、研究者内で救命行動の実施に関し次の 8問を
作成した。 
①倒れている人に声をかけた（意識の確認をした） 
②人を集めた、もしくは AEDを要請するなど周
りの人に指示をした 

③119番通報を行った 
④AED を探しにいった、もしくは AED を運搬
した 

⑤胸骨圧迫（心臓マッサージ）を 1回でも行った 
⑥人工呼吸を 1回でも行った 
⑦AED パッドを貼り付けた、もしくは電気ショ
ックボタンを押した（AEDの運搬は含まない） 

⑧上記以外に何らかの救命行動を行った 
これらの救命行動に関して、各項目を「実施し

た」、「実施しなかった」、「他の人が実施したため

実施する必要がなかった」の 3者択一で回答を得
た。 
なお、人が倒れた現場とは、倒れた原因は問わ

ずに自分の目の前で人が倒れた、もしくは倒れて

いた場面とし、酔っ払いなど明らかに救命処置

（119番通報など）が必要でない場合は除くと定
義した。 

2）心理的障壁に関する項目 

以下に示す 3つの段階を経て、項目の選定と決
定を行った。第一段階は、市民が救命行動を起こ

す際に抱く障壁について、先行研究結果をもとに、

心理面の障壁に関する 6つの各カテゴリー（①死
の恐怖への接触、②命を預かることへの負担感、

③救命行為に伴う自身への代償の予測、④心停止

かどうかの不安、⑤CPR 実施（心肺蘇生実施）
への不安、⑥混乱・焦り）に対して、研究者内で

5項目ずつ（計 30項目）仮質問を作成した。 
第二段階は、研究者以外で救急医療に従事する

医師 4 名、看護師 3 名、救急救命士 3 名で専門
家パネルを構成し、質問紙に掲載を行う項目を決

定するために研究用に作成した Webアンケート
フォームを用い、先行研究を参考にデルファイ法

を 2回行った。1回目は、各項目に対して「質問
項目が何らかの救命行動を起こす際に抱く障壁

を説明しているか」どうかを、項目として「極め

て適切でない」から「極めて適切である」までの

9段階（1～9点）で評価を行った。回答者の 80%
が 6 点以上をつけた質問項目を残し、回答者の
80%が 4点以下をつけた質問項目は除外した。2
回目は、質問項目の候補に対して、1回目の集計
結果を示した上で、再度 9段階で評価を行った。
回答者の 80%が 6 点以上をつけたものを最終質
問項目とし、そのうち同じカテゴリー内の質問項

目が 2 つ以上残った場合はより得点が高いもの
を採用した。最後に、専門家パネル・研究者内で

合意を得た上で質問項目を確定させた。 
第三段階として、表面的妥当性の検討を目的に、

専門家によるデルファイ法にて作成した仮質問

紙について、質問項目が「何らかの救命行動を起

こす際に抱く障壁」として適切であるか、文章の

表現方法も含め市民 9名（救急現場に居合わせた
経験のある 5名を含む）が評価をおこなった。最
終的に採択した質問項目は以下のとおりである。

（前述の 6つのカテゴリーの数字と一致する） 
①倒れている人に近づくことへの恐怖 
②目の前の人の命が自分自身の行動にかかって
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いるという状況 
③自分自身への何らかの不利益になるのではな

いかという不安 
④救命行動を行ってよいかわからなかったこと 
⑤救命行動を正しく実施できる自信がなかった

こと 
⑥倒れている人を前にして混乱してしまったこ

と 
各項目が救命行動を実施するにあたり障壁と

なっていたかを「とてもなった」、「少しなった」、

「あまりならなかった」、「ならなかった」の 4
段階で回答を求めた。 

3）AED使用への障壁に関する項目 

先行文献を参考に研究者内で議論し、AED 使
用への障壁となりうる以下 10項目の評価項目の
作成を行った。 
なおこの評価項目は、（ア）の救命行動の実施

に関する項目のうち、⑦AED パッドを貼り付け
た、もしくは電気ショックボタンを押した（AED
の運搬は含まない）を「実施しなかった」と回答

したものに対して行い、当てはまる理由を複数選

択形式で回答を求めた。 
①倒れていた人が、会話ができるなど明らかに

AEDが不要な状態であった 
②AED が到着する前または、使用する前に救急
隊が到着した 

③AED を調達できる状況ではなかった（自分以
外に人がいなかったなど） 

④自分自身がAEDを使用してもよいかわからな
かった 

⑤倒れている人に対してAEDを使用してよい状
況かどうかがわからなかった 

⑥AED は到着したが、使用方法が分からなかっ
た 

⑦AED は到着したが、正しく利用できるか自信
がなかった 

⑧AEDがどこにあるかわからなかった 
⑨AED を使用するということが思いつかなかっ
た 

⑩AEDをそもそも知らなかった 
4）その他の項目 

先行研究をもとに、救命行動と関連のある項目

として対象者の属性 2問（性別、年齢）、自身お
よび救急現場の特徴 7問（救急現場に遭遇する前
の心肺蘇生講習会の受講の有無、救急現場に遭遇

する前の傷病者への対応の有無、遭遇場所、傷病

者との関係、傷病者の倒れた状況、傷病者の性別、

傷病者の年齢区分）を問う質問を作成した。 

5．質問紙の配布方法 

心肺蘇生講習会を行っている機関では、講習会

開始前に講習会に参加した市民に対して、無記名

自記式質問紙を配布し、その場で回収を行った。

それ以外の機関は、研究対象の適格基準に当ては

まる市民に対して質問紙を配布し回収した。京都

大学以外の機関では、質問紙配布と回収は機関の

担当者へ依頼し、回収された質問紙は配布機関よ

り京都大学へ郵送された。 

6．質問紙調査実施期間 

2018年 8月 1日～2018年 11月 20日 

7．解析方法 

本報告では、救急現場に遭遇した経験があると

回答したものの結果を報告する。解析対象集団は、

適格基準を満たした中で、5年以内に救急現場に
居合わせた経験のあるものとし、病院や老人ホー

ムでの遭遇は除外した。 
【研究①】 
主要評価項目は、「何らかの救命行動実施」と

した。救命行動の実施に関する 8項目中、1項目
以上で「実施した」と回答していた場合「何らか

の救命行動実施あり」とした。 
心理的障壁（4段階のうち「とてもなった」「少

しなった」を「障壁となった」、「あまりならなか

った」「ならなかった」を「障壁とならなった」

に 2区分）および心理的障壁以外の救命行動に関
連する因子（対象者の性別（男/女）、対象者の年
齢（連続値）、救急現場に遭遇する前の心肺蘇生
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講習会の受講（あり/なし）、救急現場に遭遇する
前の傷病者への対応（あり/なし）、遭遇場所（自
宅/勤務場所/教育施設/スポーツ施設/公共施設/そ
の他）、傷病者との関係（家族/その他）、傷病者
の倒れた状況（心停止以外/心停止/わからない）、
傷病者の性別（男/女）、傷病者の年齢（大人/子ど
も））を説明変数としロジスティック回帰モデル

を用いて、何らかの救命行動の実施に対する各因

子のオッズ比（odds ratio: OR）とその 95%信頼
区間（confidence interval: CI）を算出した。欠
測値は検定から除外した。 
【研究②】 
自宅へのAED設置は限られていることを考え

AED の使用状況は、救急現場が発生した場所に
大きく依存すると考えた。そのため、救急現場の

場所の情報がないものも解析対象から外した。 
救急現場に遭遇した場所に加え、救急現場の状

況により、AED を含めた救命行動に違いがある
可能性を考えた。そこで発生場所に加え、心停止

遭遇場面（以下、心停止）、心停止以外の人が倒

れた（倒れていた）場面への遭遇（以下、心停止

以外）、人が倒れていた状況（原因）がわからな

かった（以下、わからない）の 3つ状況に分けて、
AED使用を含めた救命行動、AED使用に関する
障壁について記述した。 
研究①②いずれも SPSSVers.24J (IBM Crop. 

Armonk, NY)を使用した。 
（倫理面への配慮） 

事前に説明文書において調査内容や所要時間

などを説明し、自由意思による参加並びに、回答

を拒否することは可能であることを周知した。心

理的な支援や精神科治療を必要とする対象者に

は相談・医療機関に受診できるよう説明文書に研

究者の連絡先を記載した。 
本研究は京都大学医の倫理委員会による承認

（R1393）を得て実施した。 
	

 

C．研究結果 

1．質問紙集計 

8,430人に質問紙を配布し、7,827人（92.8%）
から回収、適格基準に該当した者は 7,008 人
（83.1%）であった。そのうち 5年以内に救急現
場に居合わせた経験のあるものは 1,361 人
（16.1%）であり、無効回答者を除き 1,220人を
研究①の解析対象、救急現場の場所データが欠測

しているものを除外した 1,194 人を研究②の解
析対象とした（図 1）。 

2．研究① 

1）対象者背景 

対象者背景を表 1 に示す。男性は 646 人
（53.0%）、年齢の中央値は 39歳であった。傷病
者に遭遇した場所で一番多かったのは勤務場所

（292 人、23.9%）、傷病者の倒れた状況は、心
停止以外（急病）（868人、71.1%）が最も多く、
次いでわからない（判断できなかった）（228人、
18.7%）、心停止（124人、10.2%）であった。 

2）救命行動の実施 

何らかの救命行動を実施したものは 915 人
（75.0%）であった。自ら倒れている人に声をか
けたものは 761 人（62.4%） であり、8 項目の
中で最も実施割合が高かった。 

3）心理的障壁 

6つの心理的障壁の分布を図 2に示す。障壁と
なった割合が最も高かった項目は、「救命行動を

正しく実施できる自信がなかったこと」（541人、
44.3%）であり、続いて「救命行動を行ってよい
かわからなかったこと」（442人、36.3%）、「倒
れている人へ近づくことへの恐怖」（417 人、
34.1%）であった。 

4）救命行動の実施に影響を与える要因 

表 2 に 6 つの心理的障壁、およびその他の要
因の救命行動の実施に対する影響について、単変

量および、多変量ロジスティック回帰分析を行っ

た結果を示す。心理的障壁の中でも「倒れている

人へ近づくことへの恐怖」（Adjusted OR [AOR] 
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0.50; 95% CI 0.32-0.79）、「救命行動を行ってよ
いかわからなかったこと」（AOR 0.63; 95% CI 
0.40-0.99）が救命行動の実施に関係しているこ
とが示された。 

3．研究② 

1）傷病者が倒れた場所別および状況別、対象

者（救助者）背景 

表 3に傷病者が倒れた場所別および状況別、対
象者（救助者）背景を示す。場所および状況ごと

で救助者の背景が異なっていた。年齢は中央値で

26歳（学校・心停止以外）から 50歳（スポーツ
施設・心停止）、救急現場に居合わせる前の心肺

蘇生講習会の受講経験があった割合は、20.0%
（スポーツ施設・わからない）から 83.3%（学校・
心停止およびスポーツ施設・心停止）であった。 

2）傷病者が倒れた場所別および状況別、現場

の状況 

表 4に傷病者が倒れた場所別および状況別、現
場の状況を示す。 
対象者（救助者）以外の他の人がいた割合は、

自宅において 62.5%（心停止）、75.3%（心停止
以外）、100%（わからない）、公共施設、学校、
スポーツ施設でおいてはいずれの状況下でも

100%であった。倒れた人との関係性をみてみる
と、自宅では家族の割合が、93.8%（心停止）、
89.0%（心停止以外）、83.3%（わからない）であ
った。 

3）傷病者が倒れた場所別および状況別、対象

者（救助者）が行った救助行動 

表 5 に傷病者が倒れた場所別および状況別、
AED の使用を含め対象者（救助者）が行った救
助行動を示す。 
最もAEDを使用して欲しいと考える心停止状

況下において、対象者自身が行った場合と他の救

助者が行った場合を合わせてAEDを探しに行っ
たり、運搬した割合をみてみると、自宅では

12.5%、職場 85.1%、公共施設 84.6%、学校、ス
ポーツ施設ではいずれも 100%、その他 76.4%で

あった。AEDの使用（AEDパッドを貼り付けた、
もしくは電気ショックボタンを押した）に関して

は、自宅では 6.3%、職場 72.4%、公共施設 76.9%、
学校、スポーツ施設ではいずれも 100%、その他
67.7%であった。 
胸骨圧迫の実施割合もAED同様に対象者自身

が行った場合と他の救助者が行った場合を合わ

せてみてみると、自宅では 87.5%、職場 78.8%、
公共施設、学校、スポーツ施設ではいずれも

100%、その他 85.3%であった。人工呼吸につい
ては、自宅では 37.5%、職場 44.7%、公共施設
61.5%、学校、スポーツ施設ではいずれも 66.7%、
その他 61.8%であった。 

4）傷病者が倒れた場所別および状況別、対象

者（救助者）が AEDを使えなかった理由 

表 6では、AEDの使用（AEDパッドを貼り付
けた、もしくは電気ショックボタンを押した）も

のに対してその理由を聞いた結果を示す。 
AED を最も使用して欲しい心停止状況下にお

いて使用できなかった理由を場所ごとでみると、

自宅では「AEDを調達できる状況ではなかった 
（自分以外に人がいなかったなど）」（46.2%）

が最も多く、ついで「AED がどこにあるかわか
らなかった」（15.4%）であった。職場では、「AED
を調達できる状況ではなかった（自分以外に人が

いなかったなど）」「倒れている人が、会話ができ

るなど明らかにAEDが不要な状態であった」（い
ずれも 23.1%）、ついで「倒れている人に対して
AED を使用してよい状況かどうかわからなかっ
た」「AEDが到着する前または、使用する前に救
急隊が到着した」（15.4%）、その他では「AED
が到着する前または、使用する前に救急隊が到着

した」（36.4%）ついで、「AED を調達できる状
況ではなかった（自分以外に人がいなかったな

ど）」「AED がどこにあるかわからなかった」

（27.3%）であった。 
 
両研究の対象者は、心肺蘇生講習会の参加者と

それ以外のものが混在していたが、両者を分けて
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解析を行った結果は同じ傾向であった。 
 

D．考察 

研究① 

研究①では、救急現場に居合わせた市民の抱い

た心理的障壁と救命行動の実施との関連につい

て、心停止に限定せず、救命行動を実施できなか

った場合も含めたうえで検討し、「倒れている人

へ近づくことへの恐怖」、「救命行動を行ってよい

かわからなかったこと」が心理的障壁となり救命

行動の実施に関連していることを示唆した。従来

は、質的研究で心理的障壁を検討されたものが多

く、どの心理的障壁がどの程度影響していたかは

不明であった。しかし、質的研究をベースに行っ

た本研究により、今まで同等に扱われてきた障壁

の中でも、特に注目すべき障壁が浮き彫りとなっ

た。市民の救命行動、中でも大きな効果が期待さ

れる CPRを促すためには、技術や知識の指導だ
けではなく心理面のサポートが重要であると報

告されているが、本研究は心理的サポートの中で

もどのような障壁に焦点を当てるべきか具体的

な示唆を与えた。 
本研究の結果では、「倒れている人へ近づくこ

とへの恐怖」が救命行動に最も強く影響していた。

救急現場で感じる恐怖については先行研究にお

いても報告されており、予期せぬ遭遇によって抱

く恐怖を乗り越えるためには、普段より心理的な

準備をしておく必要があると示唆されている。講

習会時に、救急現場で起こりうる状況、例えば、

人は他人がいると誰かが救助行動を起こすであ

ろうと思い、自ら救助行動を起こしにくいという

bystander effectなどの集団心理について、実例
を交えて紹介することで、市民が救急現場を具体

的にイメージできるようにすることが有効かも

しれない。 
先行研究では、正しい CPR実施への不安やパ

ニックが障壁として報告されているが、本結果か

らは、これらの障壁にあたる項目が救命行動に影

響していたとはいえなかった。その一方で、「救

命行動を行ってよいかわからなかったこと」が救

命行動に影響をしていたことが新たに明らかと

なった。本研究における救命行動を実施できなか

った人は、声をかける、現場に近づくといった初

めの一歩を踏み出せなかった人である。その背景

には、救命行動の手技への不安や、傷病者に近づ

いた後の状況に対して障壁を感じる前に、市民が

救命行動を行ってよいのかわからない、という根

本的な障壁が存在するのではないかと考えられ

る。市民が傷病者に対して行った行為によって状

況が悪化しないこと、特に心停止は誰かが救命行

動を起こさなければ短時間で死に至る状態であ

ること、など、市民が救命行動を行うことによっ

て害になるような場面はないことを強調するこ

とが必要と思われた。 
心肺蘇生講習会の受講経験は、心停止現場にお

いて心肺蘇生の実施を促す要因とされていたが、

本研究ではその傾向がみられなかった。現在の心

肺蘇生講習会では救命行動を促すには不十分な

のかもしれない。今後の講習会には、本研究で得

られた結果を反映するような、心理的面にもアプ

ローチするような講習会を実施する必要があろ

う。 
対象者の中で、何らかの救命行動を行ったもの

は 75.0%に上った。大学生を対象に行われた先行
研究では、心停止に遭遇した 48.6%が、心停止以
外に遭遇した 53.6%が何らかの救命行動を実施
していた。本研究結果は、既存研究の結果と比較

すると、実施割合が高かった。この理由として、

本研究の対象者の多くは心肺蘇生講習会の参加

者であり、もともと救助活動に対する意識が高か

った可能性がる。さらに、50%以上の者が、救急
現場に遭遇する前に、心肺蘇生講習会への参加経

験があった。これらが、本研究における、何らか

の救命行動の実施割合に影響を与えている可能

性がある。先行研究では心停止症例における

CPR（胸骨圧迫、人工呼吸、AEDの使用）実施
割合しか調査されていなかったが、実際には、傷
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病者の状況に関係なく、意識の確認や 119 番通
報、他の人への指示など、多くの人が何らかの救

命行動を担っていたことが示された。救命行動は

いくつかのプロセスがあり一人ですべてを担う

ことは難しいため、一人一人が何らかの行動を起

こすことで次の救命行動が行われ、救命率の向上

につながる可能性がある。救急現場で何らかの救

命行動を起こすことができる人を増やすための

方策検討のために、本研究結果は有用であると考

えられる。 
 

研究② 

本研究は、救急現場に居合わせた市民を対象に、

人が倒れた現場に遭遇した際、AED を含めた救
命行動の実態および、AED が使用できなかった
理由を、救急現場の発生場所およびその状況（心

停止、心停止以外、わからない）に分けて検討を

行った。これまでの研究では、心停止現場に限定

しAEDの使用状況を検討されているものはあっ
たが、今回は状況を限定せず心停止現場以外でも

AEDが使用されているか実態を調べた。 
最もAEDの使用が望まれる心停止状況下にお

いて、一般市民が AEDを探しに行ったり運搬し
ている割合は、自宅では 12.5%、職場 85.1%、公
共施設 84.6%、学校、スポーツ施設ではいずれも
100%、その他 76.4%であった。自宅とそれ以外
の場所では、AED を探しに行ったり運搬してい
る割合の違いが著明であった。これは、救急現場

が発生した場所に AEDが設置されている（その
可能性がある）場所かどうかおよび、救急現場に

複数人の人がいて救助行動を協力して行える環

境であるか否かが影響している。本研究では、自

宅では 62%しか周りに人がいる環境でなかった
ことに比べ、それ以外の場所では 90-100%周り
に人がいる環境であった。AED の適正配置に関
するガイドラインでは、集合自宅については

AED の設置を考慮してもいい場所として例示さ
れ、周囲で救助を行うものがいることが期待され

る状況下であれば、自宅に AED の設置を考慮
してもよいと言われている。今回、集合住宅であ

ったか否かは不明であるが、自宅への設置は限ら

れていることが考えられるため、自宅で救急現場

に居合わせた際には、AED を探したり運搬する
ことは難しい状況であると言える。その結果、

AED の使用割合の低さにもつながることが考え
られる。周囲で救助を行うものがいることが期待

できる場所へ AED を設置することは、AED を
一般市民に利活用してもらうための第一歩にな

る。 
AEDの使用についても、自宅では 6.3%、職場

72.4%、公共施設 76.9%、学校、スポーツ施設で
はいずれも 100%、その他 67.7%と先行研究同様
に場所によって相違がみられた。AED の適正配
置に関するガイドラインにおいて、AED の設置
を推奨されている施設である学校やスポーツ施

設では AEDが 100%使用されていた。AEDは設
置するだけではなく、それを使える人が周りにい

ることが救命には不可欠である。また、救命率を

高めるためには AEDの使用のみならず、同時に
胸骨圧迫が実施されることが重要である。これら

の場所における胸骨圧迫実施割合はいずれも

100%であり、一般市民により理想的な救命行動
が実施されていることが示唆されている。今回は

救命率に関するデータがないため、これらがどの

程度の効果を得られているかまでは評価するこ

とができていない。今後、場所の詳細な情報と

AED 使用および、救命率の検討も実施する必要
がある。 

AED の使用割合は、全国ウツタインデータに
基づいた報告（4.9%）よりも高い傾向であった。
全国ウツタインデータでは、一般市民により通電

が成功したものを AED 使用と定義しているが、
本研究では、通電のみならず AEDパッド貼付も
合わせて AED 使用として定義した。そのため、
全国ウツタインデータのAEDの使用割合と大き
な違いが見られている。一般市民によって AED
のパットが貼付された割合を評価した先行研究
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では（2011年～2012年のデータ）、AEDパット
貼付割合は自宅で最も低く（1.3%）、スポーツ施
設（69.4%）、学校（50.0%）と、本研究の AED
使用割合の方がいずれの場所でも高い傾向であ

った。本研究は、2013年～2018年の間に救急現
場に遭遇した人を対象に行っている。先行研究の

対象期間である 2011 年には国内 AED 累計販売
台数は 310,075台、2016年は 688, 329台（本研
究期間中の利用できる最新データ）と約 2倍日本
国内に AEDが普及している。この設置台数の違
いが、結果に影響しているのかもしれない。 
一方で、倒れた状況が心停止かどうかかわらか

なかった状況においても、職場では 30.6%、公共
施設 57.2%、学校 50.0%、スポーツ施設 80.0%、
その他 45.3%、AEDを使用していた。AEDには
電気ショックが必要な状況か否かを判断する機

能がついており、わからない場合は使用するとい

う講習会での指導が影響している可能性が考え

られる。これらの状況下で AEDが使用されなか
った理由をみると、「倒れている人に対して AED
を使用してよい状況かどうかわからなかった」

「AED を使用するということが思いつかなかっ
た」と回答しているものが多かった。AED がさ
らに利用されるためには、人が倒れた現場に遭遇

した際、まず心停止ではないかと疑うことが重要

である。AED 自身が電気ショックの適応の有無
を判断するため、必要でない傷病者に対して利用

しても害はないこと、また、誰でも使用してよい

ことを今以上に伝え、傷病者の意識があり、AED
が不要であることが明らかに判断できる場合を

除いては、AED を使用することが当たり前にな
るように指導を強化することが必要と考えられ

る。 
心停止現場においてAEDを使用できなかった

理由を場所別にみてみると、他の人の存在、AED
が到着するまでに要する時間といった、救急現場

の環境が原因になっていた。現場に自分自身しか

いなかった場合や、自らが他の救命行動をしてい

た場合は、AED の使用が困難であったことが推

測できる。救命行動にはいくつかのプロセスがあ

り、一人ですべてを担うことは難しい。救急現場

で他の人が既に何らかの救命行動を行っていた

としても、人手が必要な可能性があるため、その

ような現場に遭遇した際には声を掛けるように

講習会で指導することは有効かもしれない。救助

者にとってなじみのある場所で、人が倒れた現場

に遭遇した際にはAEDがどこにあるか見当がつ
くが、いつ・どこでそのような場面に遭遇するか

はわからない。昨今、心停止が発生した際近くの

人にそのことを知らせ、応援を呼んだり、AED
を心停止現場へ届けるスマートフォンなどのシ

ステムの有効性が証明されてきている。このよう

なシステムが普及することで、AED の設置場所
がわからないため AED が使用できない、AED
到着よりも先に救急隊が到着したためAEDが使
用できなかったということは解消されるかもし

れない。 
胸骨圧迫の実施割合は、救助者が行った場合と

他の人が行った場合を合わせて、自宅では 87.5%、
職場 78.8%、公共施設、学校、スポーツ施設では
いずれも 100%、その他 85.3%であり、全国ウツ
タインデータの 58.1%よりもいずれも高い割合
であった。救命講習会を受けに来ている人の中に

は、救急現場に遭遇した際に、他の人が何らかの

救命行動を行っている姿を見て何もその時にで

きなかったことを悔やみ心肺蘇生講習会を受講

している人が含まれているかもしれない。一方、

他の人の行動を見て自分自身が行動を起こせな

かったことを悔やんでいない人は、講習会に参加

することは少ないかもしれない。このような、対

象者の偏りが胸骨圧迫の実施割合の高さに表れ

ているかもしれない。 
両研究にはいくつかの限界がある。第一に、質

問紙調査を行った対象の年齢の中央値は 39歳で
あり、多くが日中に働きに出ている世代であった

と考えられる。そのため本結果の一般化可能性に

は限界がある。第二に、質問紙配布場所の多くが

心肺蘇生講習会であったため、心肺蘇生や AED
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に関心が高いものが多く含まれ、そのことが結果

に影響していることは否めない。第三に、救命行

動を「実施しなかった」という回答項目を設けた

が、救命行動を行う必要がないために実施しなか

ったのか、救命行動を行う必要があるのに実施し

なかったのかの区別ができていない。第四に、対

象者による自記式回答のため、回答情報の正確性

およびその客観性に欠ける点は否めない。最後に、

救命行動は社会的に望まれる行動であるため、回

答に社会的望ましさバイアスが含まれている可

能性がある。 
 

E．結論 

研究① 

「倒れている人へ近づくことへの恐怖」、「救命

行動を行ってよいかわからなかったこと」が、救

急現場に居合わせた市民の救命行動の実施を妨

げていることが示唆された。 

研究② 

心停止現場において、一般市民が AEDを探し
に行ったり運搬している割合は、自宅 12.5%、職
場 85.1%、公共施設 84.6%、学校、スポーツ施設
ではいずれも 100%、その他 76.4%、AED の使
用については、自宅 6.3%、職場 72.4%、公共施
設 76.9%、学校、スポーツ施設ではいずれも 100%、
その他 67.7%であり、場所により違いがみたれた。
AED を使用できなかった理由も場所に依存して
おり、他の人の存在、AED が到着するまでに要
する時間といった、救急現場の環境が原因になっ

ていた。設置されている AEDを有効に活用する
ために、講習会内容の見直しや AEDを心停止現
場に届けるスマートフォンなどのシステムの活

用が有用かもしれない。 
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図 1．解析対象者のフロー 

 

表 1．対象者の背景 

男性, n (%) 646 (53.0) 1 (0.1)
年齢, 歳, 中央値 (IQR) 39 (27-49) 0 (0.0)
遭遇前の心肺蘇生講習会受講あり, n (%) 744 (61.0) 87 (7.1)
遭遇前の傷病者への対応あり, n (%) 611 (50.1) 27 (2.2)
遭遇した場所, n (%) 26 (2.1)
　　勤務場所 292 (23.9)
　　公共施設 177 (14.5)
　　自宅 101 (8.3)
　　教育施設 79 (6.5)
　　スポーツ施設 56 (4.6)
　　その他 489 (40.1)
傷病者との関係性, n (%) 7 (0.6)
　　家族 104 (8.5)
　　その他 1,109 (90.9)
傷病者の倒れた状況, n (%) 0 (0.0)
　　心停止以外 868 (71.1)
　　心停止 124 (10.2)
　　わからない 228 (18.7)
傷病者, n (%)
　　男性 727 (59.6) 29 (2.4)
　　大人 1,089 (89.3) 9 (0.7)
IQR: Interquartile range.

n=1,220
Total

Missing

適格基準該当
n = 7,008

未記入（n = 83）
18歳未満または年齢不明（n = 336）
医療系国家資格保有または無回答（n = 400）

質問紙配布
n = 8,430

未回収（n = 603）

回収
n = 7,827 

救急現場遭遇なし、または5年より前に遭遇あり、
または無回答・複数選択（n = 5,647）

5年以内に救急現場に
居合わせた経験あり

n = 1,361 病院または老人ホームでの遭遇（n = 54）
心理的障壁項目または救命行動の実施項目に回
答なし、または複数選択が2質問項目以上あり
（n = 85）
倒れた状況に関して無回答（n = 2）解析対象（研究①）

n = 1,220

解析対象（研究②）
n = 1,194

倒れた場所に関して無回答（n= 26）
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図 2．心理的障壁の分布 

 

表 2．心理的障壁とそれ以外の因子の救命行動との関連 

Crude
OR

心理的障壁

倒れている人へ近づくことへの恐怖 257/417 (61.6) 0.35 (0.27–0.46） 0.50 (0.32–0.79)
目の前の人の命が自分自身の行動にかかっているという状況 252/386 (65.3) 0.48 (0.36–0.62) 0.99 (0.62–1.59)
自分自身へ何か不利益になるのではないかという不安 134/208 (64.4) 0.52 (0.38–0.72) 1.26 (0.77–2.06)
救命行動を行ってよいかわからなかったこと 277/442 (62.7) 0.35 (0.27–0.46) 0.63 (0.40–0.99)
救命行動を正しく実施できる自信がなかったこと 360/541 (66.5) 0.43 (0.33–0.56) 0.81 (0.51–1.29)
倒れている人を前にして混乱してしまった（パニックになった）こと 252/371 (67.9) 0.59 (0.45–0.77) 1.26 (0.82–1.93)
心理的障壁以外の因子

対象者の年齢 1.01 (1.00–1.02) 1.00 (0.98–1.01)
対象者の性別：男性 502/646 (77.7) 1.35 (1.04–1.75) 1.25 (0.89–1.75)
遭遇場所

勤務場所 259/292 (88.7) 0.24 (0.07–0.80) 0.20 (0.06–0.71)
公共施設 108/177 (61.0) 0.05 (0.02–0.16) 0.05 (0.01–0.18)
自宅 98/101 (97.0) Reference Reference
教育施設 52/79 (65.8) 0.06 (0.02–0.20) 0.04 (0.01–0.14)
スポーツ施設 42/56 (75.0) 0.09 (0.03–0.34) 0.08 (0.02–0.35)
その他 336/489 (68.7) 0.07 (0.02–0.22) 0.09 (0.03–0.32)

傷病者の状況

　　心停止以外 715/868 (82.4) Reference Reference
　　心停止 97/124 (78.2) 0.77 (0.49–1.22) 0.56 (0.31–1.00)
　　わからない 103/228 (45.2) 0.18 (0.13–0.24) 0.25 (0.17–0.36)
傷病者との関係性：他人 640/898 (71.3) 0.42 (0.30–0.60) 0.86 (0.55–1.35)
傷病者の性別：女性 368/464 (79.3) 1.51 (1.14–1.99) 1.26 (0.88–1.79)
傷病者の年齢：子ども（高校生以下） 101/122 (82.8) 1.69 (1.04–2.75) 1.44 (0.77–2.70)
遭遇前の講習会受講あり 588/744 (79.0) 1.79 (1.35–2.35) 1.36 (0.97–1.92)
遭遇前の救急対応あり 524/611 (85.8) 3.35 (2.52–4.45) 2.90 (2.06–4.09)
n,救命行動実施者数; N,（心理的障壁）障壁保有者数、（心理的障壁以外の因子）各因子該当者数; OR,オッズ比; CI,信頼区間.
調整因子:各心理的障壁, 対象者の年齢, 対象者の性別, 遭遇場所, 傷病者の倒れた状況, 傷病者との関係性,

傷病者の性別, 傷病者の年齢, 救急現場に遭遇する前の心肺蘇生講習会の受講, 救急現場に遭遇する前の傷病者への対応.

n/N (%) (95% CI) Adjusted
OR (95% CI)
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